
 

様式第９ 

 

令和 ３年 １０月 １９日 

 

（宛先）川崎市長 

 

                   （申請者） 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和３年度川崎市商店街等緊急支援事業補助金実績報告書 

 

令和３年４月１９日付け川崎市指令経商第０００号をもって交付決定通知があった補助事業に

ついて事業を完了いたしましたので、川崎市商店街等緊急支援事業補助金交付要綱第１１条の規定

に基づき報告します。 

記 

１ 補助事業の実績 

別紙１  補助事業実績書のとおり 

 

２ 補助事業の経費の配分 

別紙２  支出明細書のとおり 

 

 

 

 

 

 

 

※補助対象経費の支出や事業成果を証する資料を併せて提出してください。 

※この報告書に記載した事項については、原則として公表の対象となります。 

  

団 体 名 市役所商店街振興組合 

代表者役職名・氏名 理事長 川崎 商太朗 

所 在 地 〒210-0007 

川崎市川崎区駅前本町１１－２ 

川崎フロンティアビル１０階 

記載例 

事業完了後１か月 

以内に報告してください 

日付と番号は交付決定通知に 

記載されています 

日付と番号は交付決定通知に 

記載されています 



 

様式第９ （別紙１） 

補助事業実績書 

【事業概要】 

事 業 内 容 

（申請の時に 

記載した内容） 

コロナ禍に対応し、商店街加盟店の集客を増やすため、次の事業を実施する。 

・商店街マップを作成して商店街の目立つ場所に掲示する。 

また、商店街のホームページやタウンニュースに掲載し、地域住民に周知する。 

・マップをチラシにして来街者に配布する。 

・加盟店舗を回るスタンプラリーを 7/17～8/8 に実施する。 

実 施 期 間 令和 ３年 ５月 １日 から 令和 ３年 ９月 ３０日 まで 

実 施 内 容 

（実施した事業の 

内容や効果を 

具体的に記載して 

ください） 

 

・テイクアウトマップを掲示や来街者に配布したことで、掲載した飲食店でテイクア

ウトを実施していることを広く周知することができた。 

・商店街ホームページは、実施期間中に約1000件のアクセスがあった。 

・タウンニュースの6/27号にテイクアウトマップが掲載された。 

上記の取り組みにより、掲載飲食店の集客の向上につなげることができた。 

・商店街内をめぐるスタンプラリーを実施するため、専門家の●●●●氏を講師と

した勉強会を7/1と7/8に開催し、それぞれ18名と12名の会員が参加した。 

・加盟店30店舗を回るスタンプラリーを7/17から8/8まで実施し、計451名のお

客様に参加していただいた。 

スタンプラリーの実施により、参加店舗の集客の向上につなげることができた。 

 

 

  

申請書の内容と 

合わせてください 



様式第９ （別紙２） 

支出明細書 

【補助対象経費】 

※実際に支出した金額を記載してください。 

（単位：円） 

経費区分 金額（税抜） 備考（内訳） 

広報宣伝費 ４２３，０００ 

テイクアウトマップ制作費・印刷費（43,000 円） 

チラシ制作費・印刷費（18,000円） 

ホームページ制作費（62,000円） 

タウンニュース掲載費（300,000 円） 

イベント費 ８５，０００ 
スタンプラリー台紙制作費・印刷費（50,000 円） 

スタンプラリー用のぼり８本制作費（35,000 円） 

使用料・賃借料 ２，０００ 
スタンプラリー勉強会会場使用料 

（1,000円×２回） 

設備購入費 ０  

消耗品費 ２００ 商店街マップ掲示用テープ（100 円×２個） 

講師謝金 ２０，０００ 
スタンプラリー勉強会講師謝礼 

（1.5 時間×２回分 講師：●● ●●氏） 

補助対象経費合計（Ａ） ５３０，２００  

 

【その他の補助金】                                                （単位：円） 

① 補助対象経費合計 

【上記（Ａ）の額】 

② その他の補助金の交付額 

（申請していない場合は０円） 

補助対象額（Ｂ） 

【①－②】 

５３０，２００ ０ ５３０，２００ 

 

【補助交付申請額】                                               （単位：円） 

③ 補助対象額 

【上記（Ｂ）の額】 
④ 補助率 

補助金交付申請額 

【③×④】※千円未満切捨て 

５３０，２００ ３／４ ２００，０００ 

 ↑補助金限度額を上限とします。 


